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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本を地域分割した上で東アジア諸国との産業構造、交

易構造が分析可能な東アジア国際日本地域間産業連関表の作成手法を検討し、その国際・国内

地域間産業連関表を基準均衡データとする応用一般均衡モデルを構築した。特に産業連関表の

作成においては、日本を地域分割する手法と共に中国を地域分割する手法についても検討した。

また、応用一般均衡モデルは汎用性のあるモデル構造とし、様々な政策分析に応用可能なモデ

ルとした。 
 
研究成果の概要（英文）：In this study, we examined methods for constructing an East Asia – 
Japan interregional Input-output table which is possible to analyze the inter-industry and 
trade structure between Japan and East Asia, And built a spatial computable general 
equilibrium model on the basis of the input-output table.  
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１．研究開始当初の背景 
NIE s、ASEAN 諸国をはじめとする東アジア

地域は、近年目覚ましい経済発展を遂げてお
り、各国各産業の生産技術や国際貿易構造も
大きく変化している。またその中にあって、
日本は高度経済成長期を経てアジア諸国の
中で重要な役割を担うと共に、産業経済の地
域間格差や、地域間交易の変化が生じている。
今後のアジア経済は、経済連携協定などの議

論と共に国際間のボーダレス化が進むと考
えられるが、ボーダレス化が進めば、種々の
政策分析において国間と国内各地域間を同
一のプラットフォームで分析するデータベ
ースの整備が重要になると思われる。特に、
今後の物流政策の影響分析をする際には、産
業活動の派生需要としての物流をモデル化
するにあたり、国・地域間の移輸出入構造と
産業経済構造を同時に分析可能なデータベ
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ースが必要である。 
 このような各国、各地域の産業構造及び地
域間交易構造を分析する統計データとして、
これまで産業連関表が各所で用いられてき
た。しかし、W.W.Leontiefによる米国経済の
産業連関表の作成から半世紀以上が経過し
たにも関わらず、産業連関表は、国を単位と
した国内産業連関表及び国際産業連関表と、
国内を地域分割した地域表がパラレルに整
備されており、国際間国内多地域間における
産業技術構造及び交易構造を観察可能な産
業連関表は開発されてこなかった。 
 日本における国際間、地域間産業連関表の
作成は、これまで数多く作成されており、国
際間の代表的産業連関表として、アジア経済
研究所が 1975 年表以降、５年ごとにアジア
地域を対象として作成している（研究分担者
の岡本がかつて在籍し従事）。一方、国内を
多地域に分割した地域間表としては、経済産
業省（旧通商産業省）による９地域間産業連
関表が 1960 年表から作成され、これまで 5
年おきに整備されてきた。また、電力中央研
究所による電力供給地域を地域設定とした
10 地域間産業連関表（2002）や、都道府県レ
ベルでは、申請者（石川他）による全国 47
都道府県間産業連関表などが開発されてき
た（宮城・石川他（2003））。 
 しかし、これまでの産業連関表の作成の拡
張は、先述したようにこれまでの系譜を見る
限りそれぞれ独立に発展してきており、近年
の国際間及び地域間の経済のボーダーレス
化を考えれば、国際間と国内地域間を統合し
た地域間産業連関表の作成が急務であると
考えられる。特に日本の各地域は、その地理
的産業構造的差異から、東アジア諸国との結
びつきが異なる。日本を地域分割した上で、
東アジア諸国との地域間産業連関関係を説
明可能な産業連関表の作成と、それに基づく
物流政策分析が必要である。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、日本を地域分割した上
で、東アジア諸国との生産技術の連関構造、
交易構造が分析可能な東アジア国際日本地
域間連関表の作成手法を検討した。特に、日
本、特に九州、環日本地域と密接な交易関係
を築いている韓国、中国、米国を主な分析代
表国とした上で、それ以外のアジア諸国との
産業間連関構造も把握可能な「東アジア・日
本地域間産業連関表」の作成手法を検討した。 
 さらに作成する東アジア・日本地域間産業
連関表を用いて、産業経済の変化に伴う物流
変化の分析、貿易政策による日本の各地域に
おける港湾・空港等の国際物流インフラ整備
の必要性の分析を行った。 
 
３．研究の方法 

 本研究においては、国際産業連関表のエキ
スパートである研究分担者岡本と応用一般
均衡モデルの構築を得意とする分担者石倉
と共に、産業連関表の作成と応用一般均衡モ
デルの構築を行った。産業連関表の作成手法
においては、代表者石川がすでに検討してい
た九州地域・その他全国を対象とした表の作
成手法に加え、九州を都道府県レベルに分割
した手法の検討も行った。また、分担者岡本
は中国を地域分割したうえで日本の地域間
表と連結する手法も検討した。研究期間にお
いては定期的な研究打ち合わせ、研究会を行
い研究の進捗状況を管理すると共に、各自の
研究成果をすり合わせた。研究成果は積極的
に学会等で報告を行い、研究成果のブラッシ
ュアップを図った。 
 
４．研究成果 
 本研究ではまず国際間、国内地域間、また
それらを結合した国際国内地域間産業連関
表の作成がどの程度進んだか、その到達点を
示した上で、国内を地域分割した国際間国内
地域間産業連関表の必要性を論じた。次に、
国内を都道府県レベルに分割した同産業連
関表を試行的に作成し、それを用いた若干の
結果を示した。 
 具体的には、まず国をさらに地域に分割し
た国際国内地域間産業連関表の必要性を地
域の交易状況の変化、分割しない場合の波及
効果分析のバイアスの面から論じた。前者に
ついては、日本の 95 年、00 年、05年の９地
域間産業連関表を用いて自給率、移入率、移
輸出率、輸入率の観点で分析した。その結果、
各地域の自給率はこれまで一貫して減少し、
一方で輸入率は増加していることが判明し
た。そしてその輸入率は移入率を超えている
場合が多くなり、もはや国と国の間や国の内
部の地域はボーダレスになっている状況が
分析された。輸出も増加傾向にあり、国内の
地域間交易よりも国際貿易の方が進展して
いる。このような状況下では国際間地域間産
業連関表はますます必要といえる。また、日
本を九州とその他全国に地域分割した場合
と地域分割しない２つの表において、それぞ
れ単位需要による波及効果の大きさが大き
く異なる部門が生じることが判明した。より
正確な波及効果分析を行うためには、国を地
域に分割したうえでほかの国と連結する表
が必要である。 
本研究では、新たに九州を都道府県に分割

した産業連関表によってその都道府県の投
入構造の差異に関した若干の考察を行った。
日本でこれまで開発されてきた地域間産業
連関表、国際産業連関表は世界的にも精度の
高い産業連関表として知られており、これま
で様々な研究者、研究機関、行政等で用いら
れてきた。さらに産業連関構造の実態を分析

 



 

していくために、国内を地域分割した産業連
関表の作成が行われていく必要が本研究に
より明らかになった。また、試行的ではある
が、九州を都道府県に分割した東アジア州都
道府県間産業連関表を作成し、その都道府県
の特徴を投入面から示した。 
 しかし、これらの一連の研究を行っていく
中で大きな疑問を抱いている課題として、中
間材取引の交易係数と、最終需要の交易係数
をどのように推計していくかというものが
ある。本研究で用いている交易推計は、主に
航空貨物流動調査、ならびにコンテナ貨物流
動調査、貿易統計等を用いてその調査結果を
用いて一時推計として交易係数を作成し、さ
らにそれが需要バランス、費用バランスを取
るように交易係数は修正される。ただし、ど
ちらにしても初期段階では中間材取引との
交易係数と最終需要交易係数は同じと仮定
として一次推計している。中間財取引の交易
係数と最終需要の交易係数は同じであると
いう仮定はやや強い仮定のように考えられ
るが、この課題については産業連関表作成上
の課題としてとらえる必要があるだろう。ち
なみに日本の経済産業省による９地域間産
業連関表を用いて、最終需要の交易係数と中
間財取引の交易係数を比較したものである
が、確かに交易係数は同じではない。推計制
度の高いと考えられるこのような産業連関
表の事実を注視して今後の産業連関表の手
法を検討する必要がある。 
 また本研究では、マルチスケール空間にお
ける基準均衡データとして国際地域間産業
連関表を用いることを前提とした、国内およ
び国際輸送システム改善による輸送マージ
ン低下の経済効果評価へ適用可能な SCGE モ
デルの標準形を構築した。特に国際地域間産
業連関表のフォーマットを前提として、輸送
マージンの率等の簡便な設定方法について
検討した。本研究では、国間ではなく、国内
の一部地域の交通条件が変化した場合にお
ける国際地域間への経済的影響の分析を、モ
デルの数値実験として実施した。すなわち、
本分析は現実の輸送政策を精緻に反映した
政策シナリオを適用しているのではなく、概
念的な外生シナリオを基に、モデルパフォー
マンスの検討を目的としたものである。数値
分析のシナリオとしては、九州地域において
国際インフラ整備が実施されたこと等を想
定し、九州地域と韓国＆台湾、中国沿岸部と
の間の国際輸送マージンが、中間需要と最終
需要の産業部門において 5％低下した状況を
仮定した。このシナリオを適用した場合にお
ける、各国各地域の便益を算定した。輸送マ
ージン減少が直接的に影響する九州、中国沿
岸部、韓国＆台湾においては正の便益が生じ
ており、予想されうる結果となった。また、
東日本と中部＆西日本、中国内陸部、USA の

各地域においても便益が正であり、九州地域
における国際インフラ整備の恩恵を享受す
るであろうということを示している。一方で、
ASEAN5では不便益が生じており、輸送環境変
化によって他地域産財に対する価格競争の
相対的低下をもたらしたと考えられる。 
 本研究は、研究では国際分業とくに生産工
程がさまざまな国に分散しているフラグメ
ンテーションを産業連関モデルでどのよう
に計測してきたかについても、先行研究を整
理、比較した。それぞれの計測手法によって
計測された指標はそれぞれ大きく違うが、そ
れぞれの特徴を把握することによって、どの
ケースにはどの指標を用いればいいか、今後
の研究の参考になると思われる。特に Apple
製品の生産工程のサプライチェーンの広が
りを事例に、産業連関モデルで国際分業を計
測する手法を検討した。伝統的手法から藤川
（1999）や長谷部（2002）が提案した国際産
業連関モデルの応用を検討してきた。それぞ
れの良さがあり、国際分業のとらえ方もさま
ざまであるので一概にどれが良いとも言い
切れないが、それぞれの指標の特徴を示した。 
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